
交付決定番号： 330000

補助事業者名：

（様式第２２） 共同補助事業者名：

補助率：

区分 財産名 規格 数量 単価(円/税抜き) 金額(円/税抜き) 取得年月日
処分制限
期間(年)

備考

（ロ） LPG供給設備 980kg容器 1 3,000,000 3,000,000 令和3年10月20日 10年間

等一式

（ロ） 発電機 三相54kVA 1 5,000,000 5,000,000 令和3年10月20日 15年間

等一式

（ロ） ＧＨＰ 自立型20馬力 1 6,000,000 6,000,000 令和3年10月20日 13年間

等一式

合計 14,000,000

注1. 対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が業務方法書第２６条第１項に定める処分制限 額以上の財産とする。

注2.

注3. 数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。

注4. 取得年月日は、検収年月日を記載する。

注5. 補助事業者が管理する『固定資産台帳』と整合性が取れた内容で正しく記載のこと。なお、固定資産台帳の写しを提出のこと。

財産名の区分は、（イ）事務用備品、（ロ）事業用備品、（ハ）書籍、資料、図面類、（ニ）無体財産権（工業所有権等）、（ホ）その他の物件（不動

産及びその従物）とする。

取得財産等管理明細表（令和３年度）

災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金（災害時に備えた社会的重要インフラ

への自衛的な燃料備蓄の推進事業のうち石油製品利用促進対策事業のうち、石油ガス災害バルク等の導入に係るも

の）業務方法書第２５条第３項の規定に基づき、以下のとおり報告します。

機器等を保管している住所

自動入力

（自動入力）

区分は

すべて

（ロ）

バルク・シリンダー

及び供給機器

検収日を入

力してくださ

規格欄は型番でなくて結構です。

異なる機種を複数台導入する場合、

いずれかひとつの規格を入力してください

数量はすべて

「１」としてください

※５０万円以下の設備は除く。

ただし、ベーパーライザー、ＧＨＰ室内機、分電盤

等の周辺機器は、その主となる設備に含める。

周辺機器、配管（配線）、工事費を含めた

税抜き金額を入力してください

▶ 処分制限期間は大蔵省令に基づく

償却期間とする

▶ 償却期間の異なる機器が含まれる

場合は、主となる機器の償却期間を記

載する

大蔵省令に基づく償却期間(例)

災害バルク・・・・ １０年

発電機・・・・・・・・ １5年

ＧＨＰ・・・・・・・・・ １3年または15年


